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＜調査研究報告書タイトル＞ 

人口減少地域等における保育に関するニーズや事業継続にむけた取組事例に関する調

査 

＜実施主体名＞ 

有限責任監査法人トーマツ 

【本調査研究事業の実施背景】 

我が国の総人口は 2008 年をピークに長期の人口減少過程に入っている。全ての都道府

県で保育所の利用児童が減少している市区町村があり、定員を満たせない保育所等の実

態把握が不十分な状況にある。適切な保育提供体制を維持するには、人口減少地域にお

ける保育提供の実態や課題を把握することが不可欠であり、そのうえで、先進的な取組

を行っている自治体の事例を横展開することが重要である。 

【本調査研究事業の実施目的】 

人口減少地域を含む全国の市区町村における保育所等の利用実態や保育提供体制の現

状、市区町村で感じている課題を把握・分析するとともに、先進的な取組を行っている

市区町村の取組内容等を事例集として取りまとめることを目的とした。 

【本調査研究の内容】 

調査 A 統計調査・分析 

人口減少地域を含む市区町村の保育提供体制の把握のため、政府統計データ等から地域

における人口構造、利用児童数及び施設数等の現状を把握した。 

調査 B 全国自治体調査 

人口減少地域を含む市区町村の保育提供体制の実態把握、並びに提供体制の確保・継続

に向けた取組事例等をアンケートにより把握をした。全国 1,741 市区町村を調査対象に

郵送にて質問紙を送付し WEB 回答とした。回答数 910 件（回収率 52.3%）であった。 

調査 C ヒアリング調査 

個別具体的な市町の保育提供体制の確保・継続に向けたニーズ・課題、工夫及び今後の

取組方針などを把握した。調査 A 及び B の結果より分類・地域及び課題等を考慮して

20 市町を選定した。ヒアリング調査は実地、遠隔電話会議等で行った。 

【本調査研究の結果】 

人口減少地域における保育提供体制は、市区町村の状態に応じて課題や、課題に対する

対策の重点の置き方に違いがみられた。「人口減少の影響下にある自治体」は、市区町

村の全域もしくは一部地域において保育所の多くが定員割れを起こし運営継続が困難

な事態が生じている。また、規模縮小・統廃合に対する住民・保護者の反対、保育人材

の確保が困難といった課題を抱えていた。それに対し乳幼児期の教育・保育の提供体制

の維持を考え、保育提供体制の在り方を庁内等の体制を整え検討し、施設整備及び保育

人材の確保等の対応を進めている。 

【本調査研究のまとめ】 

人口減少地域の保育提供体制を考える際に定性的・定量的データを収集し、保育のニー

ズや将来の見込み等を定期的かつ地域偏在にも着目し把握することが大切である。その

うえで、施設規模や園種等、保育提供体制の確保・継続に向けた検討を進めていく。ま

た同時に「保育の質の向上」「多様な保育ニーズへの対応」「保育人材の確保」及び「子

ども・子育てに優しいまちづくり」について並行して検討を進めることが重要である。 


